
第２章 世界経済の長期展望 

 

 

先進国が成熟期に入り安定的な成長を続けるなかで、中国やインドがここ

数年高い経済成長を遂げ注目されている。これらの高成長国は人口規模が大

きく、経済規模も大きいことから、将来において、世界経済におけるプレゼ

ンスを一層高めるものと予測される。本章では、このような世界経済の趨勢

を踏まえながら世界とアジア地域の経済の長期的な姿を展望する。仮定に基

づき試算を行うと、中国、インドのような人口規模が大きい高成長国の世界

のＧＤＰに占める比率は拡大するものの、人口増加率も先進国に比べ高いた

め、一人当たりのＧＤＰの格差については、経済規模ほどには縮小しないこ

とになる。 

このような長期的な世界経済の構造変化に対応して様々な制度的な対応

が必要になると考えられる。今後も他地域と比較して高い成長が期待される

アジアについては、1980 年代以降急速に貿易連携が強まってきたが、今後

もその傾向は続くものと考えられる。中長期的な視点から貿易連携の成果を

有効に活用するための貿易制度を考えると、ＦＴＡ等を通じて貿易障壁を除

去していくことが重要であると考えられる。 

 

 

第１節 世界経済の長期展望 

 

世界経済の長期的な姿を展望すると、今後も人口増加が続くインド、中国

は、高い経済成長を続け、世界のＧＤＰに占める比率を高めると考えられる。

先進国の多くでは、人口増加率は低下し、世界のＧＤＰに占める比率は縮小

していくと考えられる。一方、一人当たりＧＤＰの動向をみると、インド、

中国と現在の先進国との間の格差は、縮小はするものの経済規模ほどには縮

小しないと考えられる。 

 世界経済全体としては、今後約３％程度の成長を遂げると見込まれるが、

その際に、直接的な制約となり得る要因としてエネルギー問題と食糧問題が

挙げられる。エネルギー需給については、途上国を中心に需要が増加するも

のの、主として化石燃料により、需要増に応じた供給が行われる見通しであ



る。また、食糧に関しては、人口増加に伴う需要増に対して十分な供給能力

があるかどうかが問題となるが、単位収穫量の増加等により供給も増加する

ため、食糧不足は生じないと見込まれている。 

 

１．世界の人口見通し 

 

経済活動の基礎となる人口の長期的動向をみると、世界全体の人口は 2003

年に 63 億人に達し、2030 年には中位推計で 81 億人となる見通し（国際連

合(2003)）である（第 2-1-1 図）。人口増加率は先進国、途上国の両方で鈍

化すると見込まれており、その背景として主に出生率の低下とＨＩＶ／ＡＩ

ＤＳの影響が挙げられる。こうした出生率の低下を背景に、高齢化のスピー

ドは高まることになる。また、国際連合（2003）では、人口の増加に悪影響

を与える要因の一つとして、ＨＩＶ／ＡＩＤＳによる疾病率、死亡率の上昇

を挙げている。 

第2-1-1図　2030年の世界人口

アジア・アフリカを中心に人口の増加が見込まれる
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(備考)　1．国際連合 “World Population Prospects: The 2002 Revision” より作成。
　　　　2．アジアは日本、中国、インドを除く。

 

●少子高齢化等により世界の人口増加率は鈍化する見通し 

 国別の人口をみると、2003 年の世界の人口の上位５か国は中国、インド、

アメリカ、インドネシア、ブラジルとなっており、これら５か国で世界人口



の 48％を占めている。2030 年には世界の人口の上位５か国は中国、インド、

アメリカ、インドネシア、パキスタンとなり、世界人口の 47％を占めるこ

とになると見込まれている。なお、日本は 2003 年時点で 10 位となっている

が、2010 年頃から始まる人口減少の結果、2030 年時点では 11 位となる見通

しである。 

 地域別の人口の動向をみると、アジアは 2000 年の 36.8 億人から 2030 年

には 48.9 億人、南米は 3.5 億人から 4.7 億人、アフリカは 8.0 億人から 14.0

億人と増加する一方、ヨーロッパは 7.3 億人から 6.9 億人に減少するとみら

れている。各地域の世界人口に占めるシェアをみると、ヨーロッパは 2000

年の 12.0％から 2003 年には 8.4％に低下するが、アフリカは 13.1％から

17.2％に高まるとみられ、他の地域のシェアは横ばいで推移すると見込まれ

ている。発展段階別にみると、先進国1は 2000 年の 11.9 億人から 2030 年の

12.4 億人とおおむね横ばいで推移するとみられるものの、途上国2は 2000 年

の 48.8 億人から 2030 年の 68.9 億人となる見込みである。 

 このように、途上国を中心に、多くの地域で今後も人口の増加が見込まれ

るが、その増加率は鈍化が続くことが予想されている（第 2-1-2 図）。この

要因の一つに出生率の低下が挙げられる。出生率の推移をみると、先進国で

若干の上昇がみられるものの、途上国を中心に大きく低下し、世界全体で

2000 年の 2.7 から 2030 年には 2.3 まで低下すると見込まれている。アジア

においては、現在 2.6 の出生率は、2030 年には人口置換水準（人口を一定

に維持する上で必要な水準）の 2.1 近辺まで低下するとみられている。 

 平均余命が伸び、出生率が低下することにより、過去に比べて速いペース

で高齢化が進行することが見込まれている。これまで高齢化は主に先進国に

おいて顕著にみられた現象であったが、今後はアジアを中心に途上国でも高

齢化が進むとみられている。総人口に占める 65 歳以上人口の割合をみると

（第 2-1-3 図）、2000 年に比べ、日本やインド、中国で約２倍の水準になり、

世界全体でも 2000 年の 6.9％から 2030 年には 11.8％へ増加することが見込

まれている。 

 

                          

1
 ここでいう先進国は、ＯＥＣＤ加盟国に加え、ヨーロッパの非ＯＥＣＤ加盟国を含む。 
2
 ここでいう途上国は、上記先進国以外のすべての国を含む。 



第2-1-2図　人口増加率の推移
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(備考)　1．国際連合 “World Population Prospects: The 2002 Revision” より作成。
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第2-1-3図　65歳以上人口の比率
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　　　　2. 先進国はＯＥＣＤ加盟国に加え、ヨーロッパの非ＯＥＣＤ諸国を含む。
　　　　3．アジアは中国、インドを含む。

 



 

●中国とインドの人口の動向 

中国とインドは人口大国として今後の人口動態が特に注目されている。中

国は、2030 年においても依然として世界一の人口大国であるが、人口増加

率は 2000 年の 0.73％から 2030 年には 0.08％に低下する見込みであり、世

界の人口におけるシェアは、2000 年の 21.0％から 2030 年には 17.8％に低

下すると見込まれている。 

この背景としては、これまでの出生率の著しい低下が挙げられる。1970

年には 4.9 であった出生率は、政府の一人っ子政策の影響もあり低下を続け、

2000 年には 1.8 となっている。2030 年にはわずかに上昇して 1.9 となる見

込みである。このように少子化が進展するなか、65 歳以上人口の割合が大

幅に上昇し、生産年齢人口（15～64 歳）は、2010 年をピークに緩やかに減

少していくとみられている。 

 インドにおいても、出生率は 2030 年までに、現在の 3.0 から 2.0 へと 1.0

ポイント低下すると予測される一方、65 歳以上人口の割合は 30 年で約２倍

の比率になると見込まれている。このため人口増加率も鈍化を続け、2000

年の 1.5％から 2030 年には 0.7％に低下するものとみられる。ただし、生産

年齢人口の減少が始まるのは中国よりは遅く、2030 年までは緩やかに増加

していくと予測されている。 

 

●世界の人口に影響を与える要因 

国際連合(2003)ではＨＩＶ／ＡＩＤＳの影響にも触れており、特にアフリ

カでは疾病率、死亡率が増加し、人口増加の鈍化につながると示唆している。

今後 10 年でＡＩＤＳによる死亡者は、最も影響の強い 53 か国で 4,600 万人

と予測されており、その後も深刻な影響を与えかねないとしている。 

 

２．世界の長期的成長率試算 

 

これまでみてきた人口動向を踏まえて各国の長期的成長率の動向につい

て、仮定に基づき試算を行うと、先進国3と比べ、アジア各国の成長率は高

いものとなり、世界のＧＤＰ4に占めるシェアも大幅に増加することになる。

                          

3
 ここでいう先進国とはアメリカ、ＥＵ、日本を指す。 
4
 ここでいう世界のＧＤＰとは推計対象国のＧＤＰの合計を指す。 



ただし、人口増加率が先進国に比べ高いため、一人当たりＧＤＰの格差は、

経済規模ほどには縮小しないと考えられる。なお、ここで行う試算や比較は、

強い仮定を置き、現状から機械的に延ばして行われたものであり、一つの目

安としてみられるべきものである。 

 

●試算上の前提 

長期的な成長率の試算は、多くの不確定要素を含むが、ここでは、(1)総

人口に占める労働力人口の割合は 2003 年の水準で推移し、失業率は 94 年か

ら 2003 年までの平均値で推移する、(2)ＧＤＰに占める投資の割合は 80 年

から 2002 年までの平均値で推移する、(3)労働と資本の投入以外の成長要因

である全要素生産性（ＴＦＰ）の上昇率については 80 年から最近年までの

平均で推移する、という諸仮定を置き、アメリカ、ＥＵ、日本、ＮＩＥｓ5、

ＡＳＥＡＮ４6について試算を行った（詳細は付注１参照）。 

 

●試算結果 

こうした仮定の下、2030 年までの成長率を試算すると、アジアでは中国

で 6.9％、インドで 4.1％、ＮＩＥｓで 4.1％、ＡＳＥＡＮ４では 3.1％とな

るなど、先進国に比べ総じて高い成長が続くことになる（第 2-1-4 図）。た

だし、アジア諸国についても、人口増加率は緩やかに低下することが見込ま

れることから、成長率自体は徐々に低下することになる。こうした成長率に

基づき、世界のＧＤＰに占める比率の変化をみると、ＥＵや日本が低下する

一方、中国が大幅に増加することになる。なお、各国の成長率について国際

機関が行った推計をみると、推計期間や地域区分、規制改革等の政策を考慮

に入れる点等において相違はあるが、おおむね同様の傾向となっている（第

2-1-5 図、第 2-1-6 図、第 2-1-7 図）。 

                          

5 シンガポール、韓国、香港、台湾の国・地域を指す。 
6 ＡＳＥＡＮ加盟国のうち、フィリピン、マレーシア、タイ、インドネシアを指す。 



第2-1-4図　2030年までの平均成長率
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（備考）1．国際連合、世界銀行、ＩＭＦ、Groningen Growth and Development Centre、内閣府、
　　　　　  台湾統計局等を元に内閣府経済財政分析統括官室推計。
　　　　2．推計の詳細は付注１参照。

 

第2-1-5図　世界銀行による成長率見通し（2003～2015年）
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第2-1-6図　ＯＥＣＤによる成長率見通し（1995～2020年）
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第2-1-7図　ＯＥＣＤによるＧＤＰシェアの見通し（1995～2020年）
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（備考）1.　OECD[1997] “THE WORLD IN 2020: Towards a New Global Age” より作成。
　　　　2.　1992年基準購買力平価に基づく米ドル換算。
　　　　3.　非ＯＥＣＤ４大国は、インド、ブラジル、ロシア、インドネシア。
　　　　4.　高成長シナリオとは貿易・投資の自由化と規制改革が持続的に進展するケース。
　　　　　　低成長シナリオとはこうした取組が進展しないケース。
　　　　5.　中国（香港を含む）の1995年～2020年の平均成長率は、高成長シナリオでは８％、低成長
　　　　　　シナリオでは5.6％と見込まれており、これを内閣府にて非ＯＥＣＤ５大国（上記非ＯＥＣＤ
　　　　　　４大国に中国を加えたもの）のシェアを中国とそれ以外に分割。

 

 

一人当たり実質ＧＤＰ成長率についても、アジア諸国は先進国に比べ高い

成長を遂げることになるものの、人口増加率が先進国に比べて高いため、Ｇ

ＤＰ成長率ほどにはならず、一人当たり実質ＧＤＰの格差は、経済規模ほど

には縮小しないと考えられる（第 2-１-8 図）。 

 



第2-1-8図　2030年までの一人当たり実質ＧＤＰ平均成長率
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（備考）1．国際連合、世界銀行、ＩＭＦ、Groningen Growth and Development Centre、内閣府、
　　　　　  台湾統計局等より内閣府経済財政分析統括官室推計。
　　　　2．推計の詳細は付注１参照。

 
 

●試算結果を大きく変動させる要因 

試算結果については一つの目安としてみられるべきものであることにつ

いては既に述べたが、ここではそれを大きく変動させる要因のうち、主要な

ものについて述べる。 

(1)為替レートの増価 

世界のＧＤＰに占めるシェアや一人当たりＧＤＰの比較は、為替レートを

95 年に固定して行っている。しかしながら、過去の日本の例をみても分か

るように、高い経済成長や大幅な技術進歩を遂げた国の為替レートは、安定

成長期に入った先進国（この場合ではアメリカ）に対し、長期的には大幅に

増価するのが一般的である。この場合、米ドル建てのＧＤＰはその分だけ大

きくなる。 

(2)ＴＦＰ上昇率の高まり 

ＴＦＰとは、資本と労働投入以外の経済成長要因、すなわち技術進歩や経

済構造等をすべて含むものである。これは比較的短期においては一定である

が、長期においては上方、下方いずれにも変化し得るものである。90 年代、

特にその後半のアメリカにおいては、ＩＴによる労働生産性の上昇により、

ＴＦＰ上昇率が１％程度高まったとされている。こうしたＴＦＰ上昇率の高

まりは、特に長期においては各国においても十分に起こり得るものである。 

 



３．世界の貿易 

 

世界の実質ＧＤＰは 1980 年以降の約 20 年間で年平均 2.8％成長し、約 1.8

倍となった。これに対し、世界の貿易数量は同期間、年平均 4.8％上昇し、

約 2.8 倍とＧＤＰを大きく上回る拡大をみせた（第 2-1-9 図）。これは世界

経済の相互依存関係が増し、また、関税を始めとする貿易障壁の撤廃に向け

各国が努力してきた成果によるといえる。 

第2-1-9図　世界の実質ＧＤＰと貿易数量の推移
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アメリカ、ＥＵ、日本、及び日本を除くアジアについて、地域間の貿易動

向を金額ベースでみると、アジア諸国の、特に輸出が著しく伸びていること

が分かる（第 2-1-10 図）。2000 年までの 20 年間で、世界の貿易額が 3.3 倍

となるなか、アジアからの輸出はアメリカ向けで 7.3 倍、ＥＵ向けで 8.0 倍

となっている。日本に対しても、輸出が 4.6 倍と比較的高い伸びを示してい

るが、他の地域と比べ、輸入の増加も大きく、日本からの輸入は 5.4 倍とな

っており、貿易収支も、ほぼ均衡していた状況から 300 億ドル弱の輸入超過

となっている。  



(備考) ＩＭＦ、台湾統計局より作成。

第2-1-10図　各地域間の貿易フローの変化

世界貿易におけるアジアの比重が高まる
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その他の地域も含めた世界貿易の長期的な展望について、ＯＥＣＤ（1997）

における推計によれば、世界の貿易額は、2020 年には 95 年時点の約２倍か

ら 3.5 倍になるとされている（第 2-1-11 図）。世界貿易に占めるシェアにつ

いては、上述アジア各国を多く含む途上国（図中の非ＯＥＣＤ諸国合計）が

関係する貿易額が、95 年の約５割から 2020 年には約７割へと拡大すること

が見込まれている。  
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第2-1-11図　各地域貿易パターンの変化（1995年及び2020年）

　非ＯＥＣＤ諸国関係の貿易額のシェアは2020年には約７割に

（備考）1．ＯＥＣＤ（1997）より作成。
　　　　2．1992年基準の購買力平価による米ドル換算。
　　　　3．非ＯＥＣＤ５大国は、中国、インド、ブラジル、ロシア、インドネシア。

 
 



４．エネルギー 

 

 今後、世界経済は年率約３％程度で成長していくと見込まれているが、経

済成長に伴い、エネルギー需要も増加することとなる。もし、十分なエネル

ギー供給が行われない場合には、経済活動にとって制約要因となり得ること

が考えられる。また、地球温暖化防止等、地球環境への配慮という観点から

は、省エネルギーのみならず、化石燃料への依存からの脱皮が求められてい

るところである。 

 以下では、エネルギー需給の長期的展望について述べる。 

 

●中国を中心にアジアのエネルギー需要が増加 

 国際エネルギー機関（ＩＥＡ）によると、世界の一次エネルギー需要は、

2002 年から 2030 年までに約６割増加する（年率 1.7％の増加）と予想され

ている（第 2-1-12 図）7。このような増加は、主としてアジア地域の需要の

増加によるものであり、増加分の４割以上をアジア8が占めている。特に中

国の一次エネルギー需要は、高い経済成長を背景に約２倍に増加し、世界需

要に占める割合も 12％から 15％へと高まる。国民所得水準も高まることか

ら自動車の普及が進み、中国の原油需要の世界に占める割合は 6.7％から

11％へと高まる。 

一方、2002 年時点で世界の一次エネルギー需要の約 52％を占める先進国

の需要は、2030 年までに約 1.3 倍になるにとどまり、世界に占める割合も

約 42％に低下する。これは、アジアと比較して経済成長率が低いことや、

エネルギー効率の改善等による。欧州委員会(2003)においても、ほぼ同様の

試算がされている。 

                          

7
 ＩＥＡ（2004）より。試算の前提は、実質ＧＤＰ成長率が年平均 3.2％、人口増加率が年平均 1.0％

とされている。 
8
 ここでいうアジアは、日本と韓国を含まない。 
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第2-1-12図　世界の一次エネルギー需要見通し
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●主要なエネルギー源は依然として化石燃料 

世界の一次エネルギー供給についてみると、増加する需要に対応して供給

も増加する見込みであり、将来においてエネルギー供給は十分に行われる見

通しである。今後も引き続き石油、天然ガス、石炭が主要なエネルギー源と

しての役割を担い続けると予想されている（第 2-1-13 図）。ただし、この見

通しでは、2004 年央時点で実際に実施されている政策のみを考慮しており、

今後実施される予定の政策は考慮されていないことに留意する必要がある。 

原子力はわずかに増加するものの、発電に占めるシェアでみれば低下する

と見込まれており、再生可能エネルギー9による供給量は、水力及びバイオ

マスを除くと 2030 年には 2002 年の約 4.7 倍に増加はするが、エネルギー供

給全体の約 1.6％（水力及びバイオマスを含む再生可能エネルギー全体でも

13.5％）程度に過ぎず、現状の政策にとどまる場合には、大幅なシェア拡大

は見込めない状況となっている。 

                          

9
 再生可能エネルギーとは、風力、太陽、水力やバイオマス等のように、絶えず資源が補充されて

枯渇することのないエネルギーである。 
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第2-1-13図　世界の一次エネルギー供給見通し
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●石油の供給は中東産出国のシェアが拡大 

 主要エネルギー供給源を個別にみると、石油は、今後途上国、特にアジア

の輸送用需要の増大もあり、引き続き主要なエネルギー源となるものと見込

まれているが、その供給源は中東諸国に一層集中するとされている（第

2-1-14 図）。前出のＩＥＡ(2004)の試算によれば、中東ＯＰＥＣ諸国の石油

供給に占める割合は、2002 年の約 25％から 2030 年には４割を超えるとされ

ている10。石油輸入国にとって、今後、安定供給確保が重要課題となってく

るといえる。 

一方、天然ガスは他の化石燃料に比較すると地球環境間題に対応する上で

も、また、供給源が分散しており安定供給確保の観点からも望ましいことな

どにより、採掘量が増え 2030 年には 2002 年の約 1.9 倍に供給が拡大すると

見込まれている。 

石炭は、一部天然ガスへの代替が進むとみられるものの、中国やインドで

の発電用需要が増大すると見込まれており、供給量は増加すると予想されて

いる。 

                          

10 アメリカエネルギー省エネルギー情報局（ＥＩＡ）(2004)において、各機関の原油生産に関す
る長期見通しの比較が行われており、いずれもＯＰＥＣのシェアが高まると見込まれている。 
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第2-1-14図　石油の供給見通し
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●需要増に対応するためにはエネルギー分野への投資が必要 

 需要増に対応するエネルギー資源は存在するが、これを実際の供給として

実現するためには、探鉱開発や電力の発送配電設備等、多くの投資が必要で

あるとＩＥＡ(2003)で指摘されている。それによると、2030 年までの需要

の伸びを満たすために、エネルギー部門では累計約 16 兆ドルの投資が必要

で、そのうち約６割は途上国におけるものであり（第 2-1-15 図）、必要な投

資資金を調達できるかが大きな課題であるとしている。 
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第2-1-15図　2001～30年の総エネルギー投資額見通し

必要とされる16.5兆ドルの約６割は途上国におけるもの

（備考）International Energy Agency[2003] “World Energy Investment Outlook 2003” より作成。

2.2％

13.7％

12.5％

8.1％

6.3％

7.3％

10.1％

先進国
39.8％

 



●途上国のＣＯ２排出量の世界に占める割合は約６割まで上昇 

 このように増加するエネルギー需要に対して、地球温暖化防止の観点から

重要となるＣＯ２排出量の動向が注目される。ＩＥＡ(2004)によるとエネル

ギーに関連するＣＯ２排出量は、2030 年には 2002 年の約 1.6 倍（年率 1.7％

の増加）に達する見込みである。欧州委員会(2003)やＥＩＡ(2004)でもおお

むね同様の見通しとなっている。 

ＣＯ２排出量の増加分の３分の２以上は途上国で発生すると見込まれてい

る。この結果、途上国の 2030 年の世界のＣＯ２排出量に占める割合は約６割

まで上昇する一方、先進国の割合は、2002 年の 54％から 2030 年には 42％

へと低下する（第 2-1-16 図）。 
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（備考）International Energy Agency[2004] “World Energy Outlook 2004” より作成。

第2-1-16図　世界のＣＯ２排出量見通し

ＣＯ２排出量は途上国を中心にエネルギー需要とともに増加
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ＣＯ２排出量を発生部門別にみると、発電部門と輸送部門の増加が大きく、

2002 年から 2030 年までのＣＯ２排出量の増分のうち、それぞれ約半分、約

４分の１を占める。発電部門では、再生可能エネルギーの利用やエネルギー

効率の改善が進むものの、途上国等で化石燃料による発電が行われることが

ＣＯ２排出量増加の主な要因となっている。 

 先進国ではＣＯ２排出量を抑制するために再生可能エネルギーの活用や発

電におけるエネルギー効率化、自動車の燃費効率の向上への取組を重視して

いる。ＩＥＡの見通しでは、これらの取組の進展や技術進歩により、エネル



ギー効率が改善される場合について試算が行われている。この場合、現状の

政策のみを前提とした場合と比較し、2030 年時点のエネルギー需要は 10％、

ＣＯ２排出量は 16％の削減が可能となる。このように地球温暖化防止という

観点からは、今後、エネルギー効率の改善と化石燃料への依存度低下が重要

な課題となってくるといえよう。 

 

５．食糧問題 

 

 エネルギー問題と並び、食糧問題も世界経済にとって成長を制約するリス

ク要因となる。世界の人口は今後も増加が続くことから、それに応じた十分

な食糧供給が行われるかという懸念がある。世界の食糧需給の中長期的な見

通しについては、人口増加と所得の向上を背景に需要が大幅に拡大するもの

の、生産もこれに合わせて拡大することから、今後も需給の均衡は保たれる

ものと予想されているが、それを達成するための課題も指摘されている。  

 

●世界の食糧需要の増加の主因は途上国 

既にみたように、今後の世界人口の増加は、主として途上国 11での増加に

よるものであり、また、東アジア 12で一人当たり所得が向上することなどか

ら、食糧需要も途上国を中心に増加するものと考えられる。国連食糧農業機

関（ＦＡＯ）によれば、世界全体の食糧需要の増加率は 2030 年まで年率 1.5％

と見込まれている 13が、途上国での増加率は年率 2.0％と、他の諸国と比較

して高い伸びを示している（第 2-1-17 図）。しかしながら、人口増加率は過

去と比較して、今後低下する傾向にあることから、食糧需要の伸びも過去と

比較すると緩やかなものとなると見込まれる。  

ＦＡＯによれば、一般的な傾向として、所得の向上に伴い生活水準が改善

するに従って、人々の食生活は植物性食品から動物性食品にシフトするとさ

れており、結果として、肉類等の需要拡大に伴い特に飼料穀物の需要が高ま

ると考えられる。  

                          

11
 ここでいう途上国にはロシア・東欧等を含まない。 

12
 ここでいう東アジアは中国、香港、朝鮮民主主義人民共和国、日本、モンゴル、韓国を指す。 

13
 ＦＡＯ（2002） 



第2-1-17図　食糧需要増加率見通し
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一方、食糧供給の動向をみると、食糧生産は需要の動きに応じて拡大する

ため将来においても食糧不足が生じることはない、との見方をＦＡＯは示し

ている 14。食糧の増産を可能とする理由として、ＦＡＯは、耕作地の拡大、

作付強度の向上（多毛作の実施、休耕期間の短縮等）、単位収穫量の増加と

いった点を指摘している。ただし、南アジア、中東・北アフリカでは既に耕

作可能地の約９割が耕作されており、また他の地域における耕作可能地もそ

の６割が森林や環境保護地域にあるなど、農地の拡大には様々な制約を伴う。

今後の食糧生産は、単位収穫量の増加、作付強度の向上に依存することにな

ろう。  

また、世界全体でみた食糧の需給バランスは将来においても均衡が保たれ

るという見通しであるものの、地域別に目を向けると、先進地域で供給超過

が続く一方、途上国では供給不足が一層拡大するなど、各地域の相対的な位

置付けは依然として変わらない（第 2-1-18 図）。今後、途上国では生産能力

を上回る需要の増加により農産物の輸入が急速に拡大していくものと予想

                          

14
 ＯＥＣＤ（2003）において同様の見解が示されている。 



されるが、主要輸出国は北米・オセアニアといった特定の地域に集中する傾

向が強まるため、食糧の安定確保に対する不確実性はより高まるであろう。 

第2-1-18図　地域別穀物自給率
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●リスク要因と今後の課題 

今後のリスク要因としては、地球環境の変動が食糧生産に与える影響が挙

げられる。気候の不安定化、水資源の枯渇等の自然的要因と、森林伐採、過

耕作・過放牧に起因する土壌劣化や砂漠化の進行といった人為的要因とがあ

いまって、食糧生産をさらに悪化させることも予想される。また、ＦＡＯに

よれば、地球温暖化が食糧生産に与える影響は、世界全体としてはそれほど

大きくないものの、途上国でマイナスの影響が大きいとの指摘もある。  

今後の課題としては、こうした不安定要素に対してどの程度の食糧増産・

供給体制を維持できるか、という点に集約されよう。環境に十分配慮しつつ、

農業インフラの拡充、生産技術の向上と普及、各地域における需給バランス

の回復等、農業政策の展開を通してより安定した供給体制を確立することが

重要な鍵となる。  

 



 

コラム 中国経済の長期的な見通し 

 

中国の人口増加率は少子化等により今後鈍化していくと予測される。この結果、

2030年時点では、世界に対するシェアは2000年時点よりも低下するものの、依然

として世界一の人口大国であると見込まれている。人口は2030年をピークに減少

に向かうと見込まれているが、高齢化が急速に進展することから、労働力人口は

2015年をピークにその後は減少していくとみられている。 

経済成長率は、今後、2030年までの年平均約７％程度と見込まれ、世界経済に

おけるＧＤＰのシェアは高まるものと考えられる。経済成長のペースは2030年に

かけて緩やかに鈍化していくものと見込まれるが、経済成長率の水準は他の主要

国と比較しても依然として高いと考えられる。ただし、一人当たりＧＤＰは、年

率6.5％程度で増加したとしても、2030年時点で、ＥＵの約７分の１程度にとどま

るものと見込まれる。もっとも、これは95年ドル表示で評価したものであり、購

買力平価レートで評価した場合には、格差は縮小するものと考えられる。 

このように中国は今後も高い経済成長を続けると見込まれており、それに伴い、

エネルギー需要も増加すると考えられる。ＩＥＡの見通しによれば、2030年のエ

ネルギー需要は年率2.6％で増加していくものとみられており、世界全体の伸びの

1.7％を上回っている。特に原油需要は年率3.4％で増加し、2030年には世界需要

の約11％を占めるようになる。二酸化炭素排出量については世界の約２割を占め

る見込みである。 

中国の長期にわたる高成長は、安定的なマクロ経済環境が確保されることが前

提となる。しかしながら、このような前提が担保されたとしても、経済成長に関

する長期的なリスクや課題として、高齢化社会への対応、エネルギー、環境問題

等が挙げられる。 

例えば、エネルギー、特に電力供給は既に現在でもボトルネックとなっている

が、今後も高成長が続くなか、エネルギー供給が追いつかないような場合にはそ

れが経済成長への制約となり得よう。また、中国ではこれまでの高成長に伴い、

環境問題が深刻化しており、大気汚染や水不足等の問題が生じている。さらに、

地球温暖化問題に対応していくために温暖化ガスの排出抑制を求められることに

なる。環境と経済の両立を図り、持続可能な成長を達成することが重要な課題と

なろう。 



第２節 アジア地域の展望 

 

 東アジア地域の貿易は80年代以降急速な量的拡大を遂げた。域内の貿易構

造をみても、伝統的な産業間貿易に替わり、製造業を中心とする垂直的な産

業内貿易構造への転換が進んでいる。資本移動のグローバル化、通信技術の

発達を背景にしたＩＴ化の進展等により、東アジア地域内では直接投資によ

る生産拠点の国境を越えたネットワーク化が進み、地域の経済活性化につな

がっている。 

 今後もこの趨勢が続くものと見込まれるなかで、地域内分業・貿易体制の

成果を十分に発揮するための制度作りが求められている。今後の世界経済全

体の中期的な発展という観点に立てば、東アジア地域のさらなる発展を支え

るためには自由貿易体制の維持という視点が重要であり、こうした流れの中

で近年急速に活発化している東アジア地域内のＦＴＡ（自由貿易協定）、さ

らには、投資、人、知的財産権等、様々な分野における連携を図るＥＰＡ（経

済連携協定）締結の活発化等の動きを整理する必要がある。 

 

１．中期的に拡大を続けてきた東アジア地域の貿易 

 

●世界における東アジアの貿易の拡大 

東アジアでは、80年代後半以降から急速に貿易額が拡大し、80年には2,890

億ドルであった貿易額（輸出入合計）は、2003年にはそのほぼ10倍に相当す

る２兆7,940億ドルにまで拡大した。世界貿易全体における地域別のシェア

でみても、東アジアについては80年のおよそ８％程度から2003年には20％近

くにまで上昇した。当該期間にアメリカのシェアは横ばいで推移する一方、

日本、ＥＵは低下した（第2-2-1図）。 
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第2-2-1図　世界貿易全体に占める各地域のシェア
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（備考）ＩＭＦ“Direction of Trade Statistics” 、台湾統計局データより作成。  

 

●東アジア域内での貿易の拡大 

世界貿易に占める東アジアの比重が高まる一方で、東アジア域内の貿易も

急速に拡大した。東アジアの貿易全体における東アジア域内貿易のシェアを

みると、80年では約18％程度だったものが2003年には約40％にまで上昇した。

これとは対照的に、日本やアメリカの東アジアの貿易全体におけるシェアは

低下傾向にある。一方、ＥＵについても80年から12～14％内とほぼ横ばいで

推移している（第2-2-2図）。 

東アジアの域内貿易のシェアを他の地域と比べてみても、その拡大が急速

に進んでいることが分かる。ＥＵの域内シェアは80年代からほぼ60％で推移

しており、世界の中でもかなり高い域内依存度で高止まりしている。アメリ

カを中心とするＮＡＦＴＡの域内貿易シェアについては、80年の約33％から

2003年で約45％という拡大幅となっている（第2-2-3図）。このように、東ア

ジア地域の貿易の域内依存度は他の地域に比べ大幅に上昇してきているこ

とが分かる。特に2000年以降、域内の各国・地域では、高成長を続ける中国

との貿易の拡大が著しい（第2-2-4図）。 



第2-2-2図　東アジアの域内貿易シェアの推移
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第2-2-4図　東アジア域内貿易における地域別シェアの推移
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（備考）ＩＭＦ“Direction of Trade Statistics” 、台湾統計局データより作成。  

 



２．東アジアにおける生産分業ネットワークの形成  

 

●東アジアにおける貿易形態の変遷 

東アジア地域では 90 年代において、機械産業を中心に垂直的産業内貿易

が増加した。80 年代前半までの貿易が互いに比較優位を持つ産業間で行う

産業間貿易であったことと比較すると、貿易の量的拡大と並行して大きな構

造変化があったといえる。 

80 年代後半から 90 年代前半にかけて、東アジア諸国は輸入代替型から輸

出指向型の工業化を目指すようになり、外資企業を積極的に受け入れた。そ

の結果、特に機械や機械部品企業を中心に各国企業の工場が進出し、この地

域の工業化が急速に進んだ。このような工業化の進展と現地生産の拡大が、

機械関連産業を中心に垂直的産業内貿易の増加に結び付いたと考えられる。 

まず産業別にみた貿易パターンの変化について、日本と東アジア地域の

90 年代における産業別の貿易シェアの動向でみると、日本とインドネシア

を除くすべての国で、機械及び機械関連部品の輸出の割合が年々増加傾向に

ある一方、輸入における同財のシェアの動向は輸出のように比例的に伸びず

（微増、もしくはほぼ横ばいから微減）、その結果、2000 年にはこれらの地

域では、その要素賦存量によらず、機械等の資本集約的な財について輸出・

輸入両方の取引をするという貿易パターンとなっていることが分かった15。 

また、産業内及び産業間といった貿易パターンから貿易の変化をみると、

機械産業といった技術集約的産業において産業内貿易が高まったこと、さら

に産業内貿易の中でも垂直的産業内貿易が増加しており、水平的産業内貿易

はあまり伸びていないことが分かった16(第 2-2-5 図)。 

 

●東アジアでは直接投資の増加が垂直的貿易を拡大 

前述したように、東アジア地域においていわゆる雁行形態的発展ではなく、

輸出指向型の工業化が急速に進展した背景として、直接投資の大量受け入れ

が考えられる。直接投資の動向をみると、貿易構造が変化した 80 年代後半

から直接投資が増加し始め、90 年代以降特に急増していることが分かる(第

2-2-6 図)。 

 

                          

15
 Ando and Kimura(2004) 

16
 貿易パターンの判別方法についての説明は付注 2 参照。 



第2-2-5図　東アジアの貿易パターンの変遷
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日本の電気製品に関する実証分析においても、直接投資の増加が垂直的産

業内貿易の拡大を促していること、また、地理的な距離が離れ、輸送費等貿

易コストがかかるほど垂直的産業内貿易が抑制されるという結果が得られ



ている17。 

以上から、80 年代後半以降、外国企業が直接投資のコストが低い東アジ

ア地域に対して積極的に直接投資を行ったことが垂直的貿易の拡大につな

がった可能性がある。 

第2-2-6 図　東アジア域内への対外直接投資ストックの推移
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●東アジアにおける企業の新たな立地展開 

よりミクロのレベルで、大量の直接投資が東アジアの貿易構造に与えた影

響を考えてみよう。直接投資は、単なる資本の移動にとどまらず、投資を行

う企業の技術や経営ノウハウといった経営資源の移動でもある。したがって

直接投資を行おうとする企業は、自らが持つ経営資源を勘案しながら投資を

決定しなくてはならないが、その際に判断を決定する要因となるのが立地及

び活動内容である。 

立地については、通常、同一地域に対し長期的に投資を行われることから、

投資先の生産レベルが将来向上することが見込まれ、かつ、その効果が地元

企業にも波及しやすいところを選ぶ傾向がある。そのため企業は経済活動が

集積している地域を選んで工場を立地する。集積地には地元企業だけでなく、

他国企業の現地法人も進出しており、本国と現地のグループ企業間取引だけ

                          

17
 石戸他（2003） 



でなく、現地の地元企業等との取引も行える。このようにして、産業の集積

によって生まれた生産ネットワークが東アジアの各地に形成されている。こ

の要因としては、部品等に関する情報収集コストや時間コストの節減、イン

フラ整備における規模の経済性の享受、人的資源等の調達の円滑化等のメリ

ットが考えられる。 

他方、生産活動についても、企業は、企業全体としての効率性を最大化す

るためにどの工程を海外で行い、どの工程を内部化するかを細かく決める必

要がある。特に機械産業においては、多数の部品を組み合わせて一つの最終

製品を作り上げるという特徴を持っているため、部品ごとに独立した生産シ

ステムを確保できれば分業体制を構築しやすい。そのため機械メーカーを中

心に生産活動を細かくブロック化し、それぞれ立地条件の適したところに分

散させる動きがみられるようになったと考えられる。こうした活動を容易に

させているのは、物理的な距離の近さに加え、物流や通信関連の技術革新に

より、輸送費や通信費等のサービスリンク・コストと呼ばれる費用が低くな

っていることによる。 

このようにして形成された東アジア地域固有の、製造業を中心とした生

産・分業ネットワークは、東アジア経済全体の活性化を支える原動力の一つ

として機能している18。 

 

３．東アジアにおける経済連携 

 

●東アジアにおける経済連携のこれまでの動向 

 東アジア地域内には前述のような製造業を中心とする生産ネットワークが

存在するため、関税障壁等の解消等、経済連携を行うことを通じて域内全体

に便益をもたらしやすい環境下にあると考えられる。ここ数年ＦＴＡが顕著

に増加している背景として、理論的には、ＷＴＯの枠組みと比べ、ＦＴＡで

は、交渉参加国数が少ないために合意がより短期間に達成されやすいという

優位性が考えられる19。 

  東アジアにおける経済連携の草分けとしては、92年の第４回ＡＳＥＡＮ首

脳会議において合意され、ＣＥＰＴ（共通有効特恵関税）スキームを開始し

たＡＦＴＡ（ＡＳＥＡＮ自由貿易地域）がある。ＣＥＰＴにおける最終関税

                          

18
 木村（2003） 

19
 詳しくは浦田（2002）参照 



率（０～５％）の実現目標年は相次いで前倒しされ、現時点においては、2007

年までに全加盟国において、本スキームが対象品目について適用されること

となっている。 

 しかしながら、実情としては、この関税引き下げ制度が十分活用されていな

い。その理由として、ＡＳＥＡＮ域内において、シンガポールと他のＡＳＥ

ＡＮ諸国との足並みが必ずしもそろっていないことが挙げられる。具体的に

は、 

(1）当初よりＡＦＴＡ実現に向けて音頭をとってきたシンガポールでは、アジ

ア通貨危機後、他のＡＳＥＡＮ諸国との競争力格差が広がりかつ域内貿易

比率は伸び悩んだ一方で、域外である日本や韓国、中国に対する貿易依存

度が高まった。 

(2) 域内貿易に占めるシンガポールの比重は高いものの、シンガポールでは、

もともとほぼすべての品目において関税がゼロに設定されていることか

ら、シンガポールへ輸出するのであれば、他のＡＳＥＡＮ諸国にとって、

ＡＦＴＡを活用する必要がない。 

(3) ＣＥＰＴの適用を受けるために必要とされている原産地証明に係る手続

きや通関手続きが煩雑であるため、当該制度そのものの周知が十分でない。 

(4) 92年のＡＦＴＡ合意以降のＡＳＥＡＮ域内貿易比率が、アジア経済危機等

の要因により伸び悩んでいたが、一方で、域外の日本や韓国、経済成長著

しい中国を含めた東アジア経済圏への依存度が高まった。 

(5) マレーシアが完成車及びノックダウン車20に対する関税引下げのスケジ

ュールを先送りしたことに象徴されるように、各国の間で合意事項の遵守

を徹底できなかったことや、ＣＥＰＴの例外品目を決定しようとしたもの

の、加盟国間で合意が得られなかった。 

といった問題点が指摘21されている。 

最近では、シンガポールはむしろ域外諸国とＦＴＡを締結することに積極

的である（例：日・シンガポール経済連携協定、2002年）。そのようなシンガ

ポールの動きに対抗し、タイをはじめ他のＡＳＥＡＮ諸国は個別に二国間Ｆ

ＴＡを締結する方向に動いている。また、域外の国との間でも、二国間ＦＴ

Ａ締結の動きが活発となっている（第2-2-7図）。 

                          

20
 部品の状態で輸入し、国内で組立・販売する自動車 

21
 詳しくは国際金融情報センター（2004）、渡辺（2004）参照 



　　　交渉開始予定

  　交渉中
　交渉済

状況 関係国

交
渉
開
始

予
定

日本-ＡＳＥＡＮ

日本-タイ

日本-フィリピン

日本-マレーシア

日本-韓国

韓国-シンガポール

中国-ASEAN

日本-シンガポール

ＡＳＥＡＮ10か国
（ＡＦＴＡ）

（備考）　経済産業省、外務省公表資料より作成。

内容

○2003年９月から11月までの日タイの関係省庁の職員に加えて、林業・水産
　業を含む産業界、学会の代表者をメンバーとする「産学官共同研究会」を
　２回開催。
○2004年１月13日に第１回交渉を開始し、これまでに５回開催。

○2003年９月から11月までの日フィリピンの関係省庁の職員に加えて、林
　業・水産業を含む産業界、学会の代表者をメンバーとする「日フィリピン
　経済連携協定合同調整チーム」を２回開催。
○2004年２月４、５日に第１回交渉を開始し、これまでに４回開催。

○交渉のタイムフレームについては、交渉を2005年４月から開始すべきこと
　を首脳会合に経済関係閣僚が提言することで合意。

○2003年７月から11月までの日タイの関係省庁の職員に加えて、農水産業を
　含む産業界、学会の代表者をメンバーとする「日タイ経済連携協定タスク
　フォース」を３回開催。
○2004年２月16、17日に第１回交渉を開始し、これまでに４回開催。

○2002年11月包括的経済協力枠組み協定に合意。
○ＡＳＥＡＮ先行６カ国とは、2004年１月農産物より関税引下げを実施。
　2010年までに関税等の撤廃を目指す。
○後発４カ国とは2015年までに関税等の撤廃を目指す。

○2002年10月に協定発効。

交
渉
中

交
渉
済 ○1992年に合意、2015年までに原則として域内の関税撤廃を目指す。

○2003年３月に産官学研究会による検討を開始。
○３回の研究会を経て、2003年10月の首脳会談時に政府間交渉入りを合意。
○2004年１月末にシンガポールにて第1回の政府間交渉を実施。

○2003年10月に第８回産学共同研究会を昨年10月に開催し、報告書をとりま
　とめて公表。
○当該報告書を踏まえ、2003年10月20日の首脳会議にて、2005年内に実質的
　に交渉を終えることを目標とすることで一致。
○2003年12月22日に第１回交渉を開始し、これまでに５回開催。

中　国

マレーシア

フィリピン

第2-2-7図　東アジア地域におけるＦＴＡの主な動向

ＡＳＥＡＮ４

タ　イ

シンガポール

日　本

韓　国

2000年に入って急速に進んだ経済連携への取組

 

 



●近年の東アジア域内における地域間ＦＴＡの動向 

他方、二国間にとどまらず、さらに進んだ形での経済連携として、中国、

韓国、日本の各国でＡＳＥＡＮ全体とＦＴＡを締結しようとする動きが活発

化しており、今後の動向を注視していく必要がある。 

そのうち特に、中国とＡＳＥＡＮとの間でのＦＴＡ提携が注目される。

2002 年 11 月に両者は「包括的経済協力の枠組み協定」に調印したが、その

中で中国はシンガポール等ＡＳＥＡＮ６22とは 2010 年、ベトナムなどのＡＳ

ＥＡＮ新規加盟４か国とは 2015 年までに双方の関税を撤廃することに合意

している。 

協定により、ＡＳＥＡＮ諸国にとっては(1)農業分野における貿易自由化

の早期実施23は、農産品に相対的に優位性を持つＡＳＥＡＮ諸国に有利に機

能することや、(2)今後活発に中国からＡＳＥＡＮ諸国へ投資が行われるよ

うになれば、ＡＳＥＡＮにおける企業の事業拡大やグローバル化に貢献する

ことが期待される。これらは、巨大な市場である中国へのアクセスを容易に

し、その輸出拡大を通じてより高成長を達成することができる。 

他方、中国にとっても(1)ＡＳＥＡＮ諸国からの直接投資が一層拡大する

ことや、(2)上位４地域・国（アメリカ、香港、ＥＵ、日本の順）で全体の

約７割に達するなど集中化傾向がみられていた輸出市場の分散化、(3)ＡＳ

ＥＡＮ等に根強く存在する中国脅威論の緩和といった効果が期待できる。 

また、メコン川流域開発や昆明－バンコク道路建設も経済協力の一環とし

て含まれるなど、中国、ＡＳＥＡＮ双方に利益をもたらすことが見込まれて

いる24。  

二国間ＦＴＡについても、アジア地域は 90 年代前半の世界的な経済連携

ブームには乗り遅れていた。しかしながら、90 年後半にアジア経済危機に

陥ったことを契機として、それまで「奇跡」と呼ばれた高成長が実は脆弱な

ものであり、地域内での連携が重要であることが認識されたこともあり、

2000 年に入って連携へ向けた交渉が急速に進展している。例えば、日本に

おいても韓国とは既に 2003 年より交渉を開始し、ＡＳＥＡＮ諸国とも近く

交渉の開始を予定している（前掲 第 2-2-7 図）。 

                          

22
 ここでＡＳＥＡＮ６はインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ブルネ

イを指す。 
23
 水産物を含む関税引き上げを前倒しで実施し、2006 年 1 月 1 日までに段階的に実施する措置。

アーリー・ハーベストと呼ばれる。 
24
 詳しくは浦田（2004）、渡辺（2004）参照 



 

●東アジアにおけるＦＴＡの経済効果 

東アジアにおける経済連携の動向について概観したが、こうした経済連携

の経済効果は、広く地域全体に及ぶことが幾つかの実証分析において示され

ている。 

東アジアにおける経済連携の経済効果25を分析したものとして、ＡＤＢＩ

（アジア開発銀行研究所）26では97年から2020年までの貿易動向をシミュレ

ーションしている。その中では、(1)すべての国において関税ゼロのケースを

想定した場合、(2)ＡＦＴＡ＋中国が貿易協定を提携した場合、(3)いずれの

措置も実施されない場合の三つのケースについて比較分析がなされている

（第2-2-8表）。 

世界全体で貿易自由化を実施した場合は、世界全体の貿易量だけでなく、

各国・地域の貿易量においても拡大に寄与していることが分かる。他方ＡＦ

ＴＡ＋中国が貿易協定を提携した場合でも、貿易連携のための措置が全くと

られない場合に比較して日本、ＮＩＥｓ（韓国、台湾）の輸出量の増加が３、

４割程度であるのに対し、ＡＳＥＡＮの輸出量は約17倍と大幅に増加し、貿

易量のシフトが生じている。 

他にも、東アジア諸国間で経済連携がなされた場合の経済効果としては、

２国間よりも、地域間といった幅広い連携において、より経済効果があり、

日本、中国及びＡＳＥＡＮ６27との間で貿易自由化が実施された場合、世界

全体で実質ＧＤＰを0.34％押し上げる効果があることを示す分析がある28。 

また、人や資本といった生産要素の移動も考慮に入れつつ、日本が東アジ

ア諸国とＦＴＡを締結した場合の経済効果の試算においては、アジアのより

幅広い国々がＦＴＡに参加した場合において、協定参加国すべてにおいて最

も高い経済成長率を達成できることを示す分析もある29（第2-2-9表）。 

以上より、東アジア諸国において、より広範な経済連携を実現させれば一

層の経済効果が生ずる可能性があるといえ、昨今のＦＴＡやＥＰＡ締結への

動きが活発化している背景となっているといえよう。 

                          

25
 他に ASEAN-China Expert Group (2001) 

26
 ＡＤＢＩ(2002) 

27
 ここではインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムを指す。 

28
 岩田他（2003） 

29
 浦田他（2002） 



　　　　　輸入側
輸出側 中国 日本 ＮＩＥｓ ＡＳＥＡＮ アメリカ ＥＵ その他 合計 シェア(％)

中国 0 50 46 53 78 95 144 465 21.2
日本 63 0 15 18 -5 11 24 127 5.8
ＮＩＥｓ 94 10 2 20 -5 5 23 149 6.8
ＡＳＥＡＮ 54 19 11 42 15 35 32 209 9.5
アメリカ 42 13 25 9 0 35 12 136 6.2
ＥＵ 66 20 40 29 51 -214 246 237 10.8
その他 44 50 25 25 32 348 346 869 39.6
合計 363 162 163 194 166 316 828 2192
シェア(％) 16.6 7.4 7.4 8.9 7.6 14.4 37.8

ケース２: ＡＦＴＡ ＋　中国　で自由貿易協定提携

　　　　　輸入側
輸出側 中国 日本 ＮＩＥｓ ＡＳＥＡＮ アメリカ ＥＵ その他 合計 シェア(％)

中国 0 48 38 68 85 77 65 380 64.4
日本 53 0 -5 14 -16 -9 -8 28 4.7
ＮＩＥｓ 67 -8 -2 10 -16 -11 -14 27 4.6
ＡＳＥＡＮ 57 13 9 50 13 20 8 169 28.6
アメリカ 31 -2 2 1 0 -6 -12 15 2.5
ＥＵ 38 0 2 6 -9 -42 -18 -23 -3.9
その他 19 1 3 1 -18 -7 -7 -7 -1.2
合計 265 52 47 151 38 22 15 590
シェア(％) 44.9 8.8 8.0 25.6 6.4 3.7 2.5

ケース３: ケース１，２のいずれの措置もなし

　　　　　輸入側
輸出側 中国 日本 ＮＩＥｓ ＡＳＥＡＮ アメリカ ＥＵ その他 合計 シェア(％)

中国 0 52 39 37 92 84 70 374 90.3
日本 56 0 -4 -7 -12 -7 -6 20 4.8
ＮＩＥｓ 73 -6 -1 -10 -13 -9 -11 21 5.1
ＡＳＥＡＮ 40 -3 -1 -5 -8 -6 -6 10 2.4
アメリカ 31 -2 2 -2 0 -6 -10 14 3.4
ＥＵ 38 -1 2 -1 -9 -35 -16 -21 -5.1
その他 19 0 2 3 -17 -6 -6 -4 -1.0
合計 257 40 38 15 33 16 15 414
シェア(％) 62.1 9.7 9.2 3.6 8.0 3.9 3.6

（備考） 1．ＡＤＢＩ（2002）表4．3 より作成。

3．ケース３はＷＴＯコミットメントに従い、2005年までに輸入割当補助金等の撤廃のみを行う。

第2-2-8表　1997年から2020年までの貿易量の変化

ケース１: 世界全体の貿易自由化実施（関税の完全撤廃）
（単位　10億ドル）

2．数字はベースライン（1997年時点の貿易パターン及び政策を維持した場合）と、それぞれの
   ケースでシミュレーションした場合との貿易量のかい離を示したもの。

広域な連携であるほど貿易量は増大

 
 



       第2-2-9表　各国・地域の累積実質ＧＤＰ成長率の変化幅

（％）
日本・シンガポール 日本・シンガポール

・韓国
日本・シンガポー
ル・韓国
・ＡＳＥＡＮ４カ
国・中国

シンガポール・韓
国・ＡＳＥＡＮ４カ
国
・中国

0.07 0.14 1.02 -0.05
0.00 6.33 9.05 -0.16
0.02 0.08 13.36 3.16
0.10 0.21 18.52 7.24
0.00 0.01 8.43 2.69
5.76 7.23 16.85 10.40
0.00 -0.01 18.44 6.03
0.01 -0.03 27.69 9.17

（備考） 1．浦田他（2002）より作成。

2．数値は基準ケース（国際労働移動はなく、各国内での要素成長（労働と資本）のみを考慮。

　 最恵国待遇廃止。）における累積変化率とのかい離幅（％ポイント）。

3．ＡＳＥＡＮ４は、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイを指す。

4．網掛けの箇所は協定参加国を表している。

経済連携は協定参加国各々により高い成長率をもたらす

日本

韓国

タイ

中国

インドネシア

マレーシア

フィリピン

シンガポール

 

 

●今後の取組 

90年以降、ＥＵ（欧州連合）発足、ＮＡＦＴＡ（北米自由貿易協定）締結

等、世界的にＦＴＡ締結の動きが広がるなか、東アジア諸国の出足は必ずし

も早くはなかった。しかし、97年のアジア通貨危機、及びその後の成長鈍化

の経験から、持続的に高い成長を実現するためには、域内において相互補完

的な関係を強化する必要があるという機運が醸成された。2000年に入ってか

らのアジアにおけるＦＴＡ、さらには人やサービスをも含めたより広範な連

携であるＥＰＡ締結への取組は目覚しいものがある。 

当然ながら最終的に目指すべき姿は、ＷＴＯを中核に据えた完全自由貿易

の実現である。しかしながら、経済発展の段階が大きく異なる150近い加盟国

の間で合意を取り付けるに至るのは困難であるのもまた事実である。 

したがって、ＷＴＯルールとあくまで整合性を保ちながら、アジア域内に

おけるＦＴＡ締結を推進することを通じて、多角的貿易体制を補完していく

ことが重要であるといえよう。 

一般にＦＴＡを域内において締結するメリットとしては以下のような可能

性が指摘されている30。域内で連携することは経済発展や経済構造、文化や

                          

30 Ethier(1998)、Bagwell and Staiger(2002) 



歴史等より類似した国同士が提携するため、 

(1) 実質上の市場拡大につながり、直接的に経済上のメリットが生じる。 

(2) 交渉参加主体の数が少ないため、意見の集約、とりわけ小国の意見が反

映されやすくなり、交渉にかかる時間を大幅に短縮することができる。 

(3) ＦＴＡが拡大するにつれ、規模の経済性が生じ、域内の非参加国にとっ

てのデメリットが増大するため、ＦＴＡに参加するために必要とされる国内

の構造改革をこれらの国において促進する効果が期待できる。さらに、構造

改革が進展すれば生産性も向上することから、直接投資を呼び込みやすくな

る効果もある。 

 したがって、中期的な時間軸を考慮した場合、当面は２国間におけるＦＴ

Ａ、とりわけ力強い拡大を続けると予想されている中国との連携を視野に入

れつつ、次に日中韓対ＡＳＥＡＮというような地域同士の連携へと広げてい

き、東アジア全域における経済連携の実現を目指していくということが考え

られる。ただし、ＡＦＴＡの現状にみられるように、部分的結合を連結して

全体に広げるのはさほど容易ではない。上述したとおり、域外国にとっては

常に連携に参加するインセンティブが存在するものの、既加盟国側にとって

は必ずしも拡大のインセンティブを持つとは限らない。(1)一定規模の市場

を確保してしまうと、それ以上加盟国を増やしたいと考えなくなる、(2)メ

ンバー国内をまたいで展開している企業にとって、類似の財を生産する新規

参入企業が域内に増えることに関して消極的に動く可能性が高い、という可

能性が考えられることからである。経済連携の拡大をスムーズに進めていく

ためには、10年、20年といった中間目標期間31も見据えた制度作りが必要と

されるとともに、常にＷＴＯ理念の実現という最終的な目的を念頭に置き、

各ＦＴＡごとに規則が大幅に異なることがないよう留意する必要がある。 

                          

31
 ＧＡＴＴ24 条において、ＦＴＡ締結後は「実質上すべての貿易」について関税その他の制限的

通商規則を原則 10 年以内に廃止することと定められている 



付注１ 将来成長率の推計方法について 

 

将来のＧＤＰ成長率を推計するにあたり、以下のようなコブ＝ダグラス型生産関数

を想定する。 

 

αα −= 1LAKY  

 

ここで、Ｙ：生産量（ＧＤＰ）、Ｌ：労働(雇用者数)、Ｋ：資本ストック、Ａ：全要

素生産性(Total Factor Productivity：ＴＦＰ)であり、αは資本分配率である。 

 

将来のＴＦＰ、労働、資本ストックそれぞれについての増加率に関する仮定を置け

ば、この式に基づき、ある資本分配率の下で、将来のＧＤＰ成長率を推計することが

可能となる。 

 

１．将来の仮定 

 

（ＴＦＰ上昇率） 

過去(1980～2002 年)の平均上昇率が今後も続くものと仮定している。過去のＴＦＰ

上昇率の推計については、内閣府[2003]における方法によっている。ただし、ここで

は、内閣府[2003]と異なり、データ上の制約から労働時間や稼働率は考慮していない。

また、資本分配率について、各国ともα＝１/３と想定している。なお、アメリカ、Ｅ

Ｕについては、データ制約からともに 1980～2001 年までの平均上昇率を、フィリピン、

インドネシアについてはそれぞれ経済状況を考慮し、1990～2002 年、1985～2002 年ま

での平均上昇率を用いた。 

 

（労働） 

 国連推計人口を基に、2003 年の労働参加率（労働力人口／全人口）と過去 10 年間

の失業率の平均に基づき雇用者数の伸びを仮定した。 

 

（資本ストック） 

投資／ＧＤＰの過去の平均（主に 1980～2002 年）で将来の投資が行われると仮定し、

それに対応して資本ストックが増加していくと仮定した。 

 



２．利用データ 

 

 すべての国・地域について、2004 年と 2005 年の成長率については、ＩＭＦの World 

Economic Outlook 2004 September を利用している。  

アメリカとＥＵについては、Groningen Growth and Development Centre のデータベー

スの実質ＧＤＰ、資本ストック、雇用者数を利用した。 

台湾を除くその他の国・地域については、世界銀行の World Development Indicators

（ＷＤＩ）データベースから実質ＧＤＰを入手した。雇用者数については、アジア開

発銀行の Main Economic Indicators、国際労働機関（ＩＬＯ）の LABORSTAT から入手

した。資本ストックについては、日本については内閣府「民間企業資本ストック」、内

閣府政策統括官（経済財政－経済社会システム担当）[2002]を利用し、その他の国に

ついては、ＷＤＩデータベースの総固定資本形成を用いて、70 年をベンチマークとし、

除却率を５％と仮定した上で、ベンチマークイヤー法により資本ストックを推計した。 

台湾については、台湾統計局データベースを利用し、資本ストックについては他の

国と同様に、ベンチマークイヤー法により推計した。人口見通しについても台湾当局

の推計値を利用した。 
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付注２ 貿易パターン判別の方法 

 

Kimura and Ando(2004)や深尾（2003）では、財別の貿易のパターンを以下の手順に

より産業間貿易、水平的産業内貿易及び垂直的産業内貿易の３タイプに分類している。 

 

Min（Ｘ jk ，Mjk ）/ Max（Ｘ jk ，Mjk ）≤ 0.1        (1) 

 

Ｘ jk は k 国から全世界への j 財の輸出額を表し、Mjk は全世界から k 国への j 財の

輸入額を表す。Ｘ jk と Mjk のうちより小さい方をＸ jk と Mjk のうちより大きい方で除

すことにより貿易額のかい離を算出する。この値がいき値を下回る（ (1)式が成立して

いる）ことを、j 財で産業間貿易（一方向貿易とも呼ばれる）行われている条件とし、

成立していなければ産業内貿易と判別している。  

 

次に、 j 財において産業内貿易である場合に、水平的産業内貿易（商品の特性によ

り製品が差別化された貿易）であるか垂直的産業内貿易（品質（価格に反映されるも

のと仮定）により製品が差別化された貿易）かを判別する。P kj
X は k 国から世界へ

の j 財を輸出する際の輸出単価を示し、 P kj
M は k 国が世界から j 財を輸入する際の

輸入単価を示している。  輸出入の単価比が 1／1.25 から 1.25 の範囲に収まっている

（即ち (2)式が成立）ことを、水平的産業内貿易の条件としており、範囲外である場合

は垂直的産業内貿易と判別している。  
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